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一般会計

184億7千万円

※　町税のうち、都市計画税は街路や下水道の整備に充てられます。
※　地方譲与税交付金のうち、森林環境譲与税は森林などの整備に充てられます。
※　消費税率引上げによる増収分は、国民健康保険や障害者福祉、社会福祉、幼児教育・保育無償化などの経費に充てられます。

地方消費税交付金
13億円（7.0％）
地方消費税交付金
13億円（7.0％）

町税
102億3,100万円
（55.4％）

町税
102億3,100万円
（55.4％）

諸収入
3億2,211万5千円（1.7％）
諸収入
3億2,211万5千円（1.7％）

使用料及び手数料
1億1,989万1千円（0.7％）
使用料及び手数料
1億1,989万1千円（0.7％）
繰越金
3億円（1.6％）
繰越金
3億円（1.6％）

財産収入ほか
2億9,797万2千円
（1.6％）

財産収入ほか
2億9,797万2千円
（1.6％）

国庫支出金
30億4,668万1千円
（16.5％）

国庫支出金
30億4,668万1千円
（16.5％）

県支出金
15億6,233万8千円
（8.5％）

県支出金
15億6,233万8千円
（8.5％）

地方譲与税交付金ほか
4億9,000万3千円
（2.6％）

地方譲与税交付金ほか
4億9,000万3千円
（2.6％）

町債
6億6,000万円（3.6％）
町債
6億6,000万円（3.6％）

法人事業税交付金
1億4,000万円（0.8％）
法人事業税交付金
1億4,000万円（0.8％）

歳入
184億円
7,000万円

自
主
財
源

61.0％

依存

財
源
39
・
０
％

衛生費
19億5,503万8千円
（10.6％）

衛生費
19億5,503万8千円
（10.6％）

総務費
23億8,814万8千円
（12.9％）

総務費
23億8,814万8千円
（12.9％）

消防費
7億3,613万円
（4.0％）

消防費
7億3,613万円
（4.0％）

公債費
3億7,000万円（2.0％）
公債費
3億7,000万円（2.0％）

議会費
1億4,507万5千円（0.8％）
議会費
1億4,507万5千円（0.8％）

土木費
21億4,587万4千円
（11.6％）

土木費
21億4,587万4千円
（11.6％）

商工費
2億2,082万6千円（1.2％）
商工費
2億2,082万6千円（1.2％）

教育費
26億4,292万6千円
（14.3％）

教育費
26億4,292万6千円
（14.3％）

民生費
76億6,159万円
（41.5％）

民生費
76億6,159万円
（41.5％）

農林水産業費
1億461万4千円（0.6％）
農林水産業費
1億461万4千円（0.6％）
労働費
5,033万8千円（0.3％）
労働費
5,033万8千円（0.3％）

その他
4,944万1千円
　　（0.2％）

その他
4,944万1千円
　　（0.2％）

歳出
184億円
7,000万円

　一般会計当初予算額は、令和７年度にスタートした行財政変革により経常経費の削減に努め、新たに文化
センターの大規模改修などに着手するものの、前年度比0.2％減の184億７千万円とし、前年度当初予算を
３千万円下回りました。新型コロナウイルス感染症や近年の物価高騰への対応、社会保障経費の増大など
により、町の貯金である財政調整基金が大幅に減少していることや、今後も教育施設整備などの大型事業が
予定されていることから、基金からの繰り入れに頼らない堅実な予算を編成しました。

令和８年度
当初予算

民生費民生費
児童や高齢者、
障がい者
などの福祉

衛生費衛生費
健康診査や
予防接種、
ごみ処理

総務費総務費
行政の運営や
戸籍、徴税、
選挙

土木費土木費
道路や河川、
公園の整備・
維持管理

教育費教育費
学校教育や
生涯学習、
スポーツ振興

消防費消防費
消火や救急
活動、消防団
の活動

100
00公債費公債費

町 が 借 り
入れたお金
の返済

労働費労働費
労 働 者 の
支援や勤労者
福祉事業

議会費議会費
町 議 会 の
運営や町議会
議員の報酬

商工費商工費
商工業や
観光の振興、
にぎわいの創出

その他その他
災害復旧や
諸支出金、
予備費

農林業や畜産
の振興、農業
委員会の運営

農林農林
水産業費水産業費

用語解説

区分 令和８年度 令和７年度 伸び率
一般会計 184億7,000万円 185億円 △0.2％

特別会計

国民健康保険事業 33億7,500万円 33億7,700万円 △0.1％
後期高齢者医療 10億8,800万円 10億5,500万円 3.1％
介護保険事業 32億6,400万円 32億200万円 1.9％
土地取得事業 4億5,766万2千円 4億5,840万2千円 △0.2％

公営企業会計
水道事業 16億1,200万円 13億2,200万円 21.9％
下水道事業 12億8,600万円 13億3,200万円 △3.5％

合　計 295億5,266万2千円 292億4,640万2千円 1.0％

　行財政変革の取り組みとして、
職員手当の見直し、会計年度任用
職員の適正配置、内部事務経費の
削減などを行い、約３億円を削減し、
町の貯金である財政調整基金から
の繰り入れに依存しない一方、第５次
総合計画後期基本計画に掲げる
学校施設整備の準備や企業誘致、
北部地域幹線道路の整備などに
積極的に投資しました。

歳入・歳出予算のポイント

（令和８年３月１日現在の人口／43,5７２人）町民１人あたりの予算額

１人あたりの予算額：42万3,896円 貯金：９万81円 借金：15万2,3８4円
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☎企画財政課　989‐5503

主な事業

☎企画財政課　989‐5503

◀詳細

優 育

豊 安
北部地域幹線道路の整備

７億3,100万円

町北部地域へのアクセスの確保と今後の企業誘致
や留置などを目的に、国の交付金を活用し事業用地
や物件補償費の償還を進めながら、工事を推進
します。

ＡＩオンデマンド交通の運行
1,200万円

住民の多様な移動ニーズに対応するため、実証運行
を終了した自主運行バス「循環線」に替わる
新たな公共交通として、実証運行の結果をもとに、
８月からＡＩオンデマンド交通の運行を開始します。

河川監視カメラの更新
� 180万円

激甚化・頻発化する風水害に対して町内の状況を
的確に把握し、災害を未然に防ぐため、老朽化した
黄瀬川牧堰橋の河川監視カメラを更新します。

J-ALERT設備の更新
730万円

国から発信される緊急地震速報や各種気象警報など
の適切な情報発信を行うため、J-ALERT設備を
国のシステム改修に対応できるように更新します。

学校施設整備基本方針の見直し
（新規）� 810万円
近年の建築費や資材費の記録的な高騰などを受け、
学校ごとに建て替えを順次行う方針について、
長寿命化も視野に入れた検討を行い、見直します。

文化センターの大規模改修
５億2,700万円

文化センターを８月から約１年間休館し、ホール
天井脱落防止、照明のＬＥＤ化やトイレの洋式化、
空調設備の更新などの大規模改修を実施します。

福祉会館空調設備の改修
4,500万円

地域福祉の拠点としてさまざまな福祉サービスが
提供できるよう、地域福祉基金を活用し、福祉会館
全館の老朽化した空調設備を改修します。

窓口字幕表示システムなどの導入
（新規）� 80万円

障がい者のコミュニケーション手段を多様化・充実
させ、情報の取得・利用・発信の利便性向上を図る
ため、窓口字幕表示システム機器などを整備します。

https://www.town.nagaizumi.lg.jp/soshiki/kikaku/4/3/R7yosan_2/11879.html

